
新旧対照表（広島市環境影響評価条例施行規則） 

 

現  行 改  正 

 

第１条～第３４条 （略） 

 

（都市計画決定権者が手続を行う場合の条例の読替え） 

第３５条 条例第３５条第２項の規定による技術的読替え

は，条例第５条から条例第２４条までの規定中「事業者」

とあるのは「都市計画決定権者」と読み替えるほか，次の

表のとおりとする。 

読 み 替

え る 規

定 

読 み 替

え ら れ

る字句 

読み替える字句 

  

 

 

条 例 第

８ 条 第

３ 項 第

１号 

同意（ 同意（都市計画法第１８条第３項

（同法第２１条第２項において

準用する場合を含む。）及び同法

第１９条第３項（同法第２１条第

２項において準用する場合及び

同法第２２条第１項又は第８７

条の２第４項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。）

の規定による同意を除く。 

   

 

 

第３６条～第５７条 （略） 

 

別表（第２条関係） 

⑴～⑷ （略） 

 

⑸ 電気工作物の設置又は変更の工事の事業 

区 分 要     件 

水力発

電所 

次の各号のいずれかに該当するもの 

⑴ 設置の工事の事業であって，出力が１．

５万キロワット以上であるもの 

⑵ 変更の工事の事業であって，出力が１．

５万キロワット以上である発電設備の新設

を伴うもの 

 

第１条～第３４条 （現行に同じ。） 

 

（都市計画決定権者が手続を行う場合の条例の読替え） 

第３５条 条例第３５条第２項の規定による技術的読替え

は，条例第５条から条例第２４条までの規定中「事業者」

とあるのは「都市計画決定権者」と読み替えるほか，次の

表のとおりとする。 

読 み 替

え る 規

定 

読 み 替

え ら れ

る字句 

読み替える字句 

  

 

 

条 例 第

８ 条 第

３ 項 第

１号 

同意（ 同意（都市計画法第１８条第３項

（同法第２１条第２項において

準用する場合を含む。）及び同法

第１９条第３項（同法第２１条第

２項において準用する場合及び

同法第２２条第１項又は第８７

条の２第４項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。）

の規定による同意を除く。 

   

 

 

第３６条～第５７条 （現行に同じ。） 

 

別表（第２条関係） 

⑴～⑷ （現行に同じ。） 

 

⑸ 電気工作物の設置又は変更の工事の事業 

区 分 要     件 

水力発

電所 

次の各号のいずれかに該当するもの 

⑴ 設置の工事の事業であって，出力が１．

５万キロワット以上であるもの 

⑵ 変更の工事の事業であって，出力が１．

５万キロワット以上である発電設備の新設

を伴うもの 

（略） 

（略） 

（現行に同じ。） 

（現行に同じ。） 
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現  行 改  正 

火力発

電所 

次の各号のいずれかに該当するもの 

⑴ 設置の工事の事業であって，出力が５万

キロワット以上であるもの 

⑵ 変更の工事の事業であって，出力が５万

キロワット以上である発電設備の新設を伴

うもの 

風力発

電所 

次の各号のいずれかに該当するもの 

⑴ 設置の工事の事業であって，出力が１，

５００キロワット以上であるもの 

⑵ 変更の工事の事業であって，出力が１，

５００キロワット以上である発電設備の新

設を伴うもの 

太陽光

発電所 

  

次の各号のいずれかに該当するもの 

⑴ 設置の工事の事業であって，事業区域の

面積が１０ヘクタール以上のもの 

⑵ 変更の工事の事業であって，施行区域の

面積が１０ヘクタール以上である発電設備

の新設を伴うもの 

備考 

１ この表に掲げる水力発電所，火力発電所及び風力発電所

び太陽光発電所 は，電気事業法（昭和３９年法律第１７

０号）第３８条第３項に規定する事業用電気工作物に限る

ものとする。 

２ この表に掲げる水力発電所は，当該水力発電の設備にダ

ム又は堰せきが含まれる場合においては，当該ダムの新築

又は当該堰せきの新築若しくは改築である部分を含むもの

とする。 

 

⑹～⒀ （略） 

 

⒁ 工場又は事業場の新設又は増設の事業 

要     件 

製造業等に係る工場又は事業場の新設又は増設の事業

であって，次の各号のいずれかに該当するもの 

⑴ 新設の事業であって，形状変更区域の面積が１０ヘ

クタール以上であるもの 

⑵ 増設の事業であって，増設の部分に係る形状変更区

域の面積が１０ヘクタール以上であるもの 

火力発

電所 

次の各号のいずれかに該当するもの 

⑴ 設置の工事の事業であって，出力が５万

キロワット以上であるもの 

⑵ 変更の工事の事業であって，出力が５万

キロワット以上である発電設備の新設を伴

うもの 

風力発

電所 

次の各号のいずれかに該当するもの 

⑴ 設置の工事の事業であって，出力が１，

５００キロワット以上であるもの 

⑵ 変更の工事の事業であって，出力が１，

５００キロワット以上である発電設備の新

設を伴うもの 

太陽電

池発電

所 

次の各号のいずれかに該当するもの 

⑴ 施行区域の面積が１０ヘクタール以上で

ある設置の工事の事業 

⑵ 施行区域の面積が１０ヘクタール以上で

ある変更の工事の事業であって，発電設備

の新設を伴うもの 

備考 

１ この表に掲げる水力発電所，火力発電所，風力発電所及

び太陽電池発電所は，電気事業法（昭和３９年法律第１７

０号）第３８条第２項に規定する事業用電気工作物に限る

ものとする。 

２ この表に掲げる水力発電所は，当該水力発電の設備にダ

ム又は堰せきが含まれる場合においては，当該ダムの新築

又は当該堰せきの新築若しくは改築である部分を含むもの

とする。 

 

⑹～⒀ （現行に同じ。） 

 

⒁ 工場又は事業場の新設又は増設の事業 

要     件 

製造業等に係る工場又は事業場の新設又は増設の事業

であって，次の各号のいずれかに該当するもの 

⑴ 新設の事業であって，形状変更区域の面積が１０ヘ

クタール以上であるもの 

⑵ 増設の事業であって，増設の部分に係る形状変更区

域の面積が１０ヘクタール以上であるもの 



現  行 改  正 

⑶ 新設の事業であって，排出ガス量が４万立方メート

ル以上であるもの又は排出水量が５，０００立方メー

トル以上であるもの 

⑷ 増設の事業であって，増設の部分に係る排出ガス量

が４万立方メートル以上であるもの又は排出水量が

５，０００立方メートル以上であるもの 

備考 

１～４ （略） 

５ この表に掲げる工場又は事業場には，⑸の表火力発電所

の項，火力発電所     に掲げる要件に該当する事業

及び 火力発電所の専用設備の設置に該当する事業は，含

まないものとする。 

 

⒂～⒅ （略） 

⑶ 新設の事業であって，排出ガス量が４万立方メート

ル以上であるもの又は排出水量が５，０００立方メー

トル以上であるもの 

⑷ 増設の事業であって，増設の部分に係る排出ガス量

が４万立方メートル以上であるもの又は排出水量が

５，０００立方メートル以上であるもの 

備考 

１～４ （現行に同じ。） 

５ この表に掲げる工場又は事業場には，⑸の表火力発電所

の項及び太陽電池発電所の項に掲げる要件に該当する事業

並びに火力発電所の専用設備の設置に該当する事業は，含

まないものとする。 

 

⒂～⒅ （現行に同じ。） 

 




